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2  会社法 381 条会社の業務及び財務の状況に関する調査権の確保、382 条取締役への報告義務、385 条違法行為
差止請求権、388 条及び施行規則 100 条弁護士費用等監査費用請求権の規定がある（奥住（2015））。













































































10 一般的に IR 部門は経営組織とは別の組織として扱われ、IR の問題はコーポレ トー・ガバナンスと切り離しては論ぜられ
る。しかし、東京証券取引所が作成した「コーポレ トー・ガバナンス・コ ドー」（2015）で企業経営者に株主との建設
的な対話を求めたこと、また、それを受けて土屋（2015）が IR/SR 担当者の役割が企業経営者の役割であるとの主
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3. 仮説設定
業績予想の修正
有価証券上場規程 405 条 1 項で業績予想の修正義務が定められ、有価証券上場規程施行規
則 407 条に修正基準がある。新たに算出した予想値と直近の予想値の乖離幅が売上高について
は上下 10％以上、利益項目については上下 30％以上となれば修正し公開する義務がある。
円谷（2007a）によると、業績予想の修正回数は１社あたり平均で 0.86 から 0.88 回が決算短












































いる。改正後の会社法 2 条で 2 名以上の社外取締役の選任を定めてはいるものの、取締役数の
上限が定められていない現況下ではその地位は必ずしも高くないと推測される。
一方、監査役会は 3 人以上の監査役が必要であり、そのうち半数以上を社外監査役としな
ければならない（会社法 335 条 3 項）。そして、その中から常勤監査役を定める必要がある（会











EDINET も利用した。東京証券取引所第一部に 2013 年 3 月において上場が確認された 3 月期
決算の監査役会設置会社 17 のうち、データ利用が可能な企業を対象とした。期間は 2013 年度
15 2014 年 6 月
16 p.29.
17 本邦上場会社には、監査役会設置会社（会社法 2 条 10）、監査等委員会設置会社（会社法 2 条 11 の 2）、指名
委員会等設置会社（会社社法 2 条 12）がある。本稿では分析期間中に大半を占めた監査役会設置会社に焦点を絞っ
た。
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は第 2、第 3 四半期の決算短信における修正も含まれるため円谷（2007a）の適時修正データ
とは異なる。したがって、本稿では準適時修正と再定義した。
説明変数の定義は次のようになる。オーナー・ダミー＝筆頭株主が社長や会長、相談役の










度＝ |t 年度経常利益実績値－ t 年度当初経常利益予想値 | を t-1 年度末時価総額で除した値、







修正を含んでいることが原因と推測される。取締役員数は 3 から 30 人と大きな開きがあり、





18 トー ビットモデルには、本稿のケースで言えば、修正の有無（0 回かそれ以外）という質的選択と修正回数という量的
























平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値
経常利益準適時修正回数 1.013 0.871 1 0 4
取締役員数 9.150 3.058 9 3 30
監査役数 3.882 0.709 4 3 7
社外監査役比率 0.640 0.131 0.667 0.5 1
社外常勤監査役ダミー 0.275 0.447 0 0 1
オーナー・ダミー 0.038 0.192 0 0 1
少数特定者持株比率（％） 45.585 13.814 43.2 13.5 86.7
資産規模（対数値） 11.771 1.316 11.625 7.950 16.670
経常利益予想精度 0.032 0.049 0.018 0.000 1.047
BadNews ダミー 0.396 0.489 0 0 1
（注）変数の定義は本文を参照願いたい。
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取締役員数 -0.014 -1.737 *
監査役数 1.490




定数項 -1.320 -4.055 ***



























邦上場企業では、監査役会設置会社（会社法 2 条 10）から監査等委員会設置会社（会社法 2
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